
　　　弁護士　丸谷　　誠

第10回 葬儀費用について

【Ａ.１】

香典は、被相続人の葬儀に関連する出費に充当することを主たる目的として、葬儀の主宰

者（喪主）に帰属すると考えられます（東京家審昭４４・５・１０）。したがって、香典か

ら葬儀費用を支出し、その残金があれば葬儀主宰者（喪主）に帰属すると考えられます。問

題１では残った５０万円の香典は長男Ａが取得することになります。

ただし、地域の慣習、特殊事情等を考慮して判断されるべきですので、例えば、喪主と葬儀

主宰者が別に立てられる場合は、喪主ではなく葬儀主宰者が香典の帰属主体となり、葬儀費

用の負担者となる場合も考えられます。

【Ａ.２】

裁判例（名古屋高裁昭２４・３・２９）では、理論的には葬儀費用などは葬儀の喪主が負

担すると考えているようです。したがって、Q２では、不足する５０万円は喪主である長男

Ａが負担することになります。つまり、父親の遺産から葬儀費用の不足分を支出（控除）す

ることはできないのが原則です。これは、葬儀費用は死亡後に発生した債務であり、相続債

務と考えないことによるものです。

【相談事例】

父が亡くなり、長男Ａ（依頼人）が相続人である弟Ｂ、妹Ｃから推されて喪主

となり、父の葬儀を行いました。葬儀費用が１５０万円かかりましたが、香典か

ら支出することにしました。

Ｑ１ 香典が２００万円の場合、残った５０万円は、遺産として兄弟でわける

べきでしょうか。

Ｑ２ 香典が１００万円だった場合、不足する５０万円は誰が負担すべきで

しょうか。遺産から支払ってもいいのでしょうか。

Ｑ３ 父が生前に互助会など、葬儀費用に充てるためにお金を積み立てていた

場合、その積立金は葬儀費用にあてていいのでしょうか。

Ｑ４ そもそも「葬儀費用」にはどのようなものが含まれるのでしょうか。
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ただし、通常は、足が出た費用を喪主や相続人の間で話し合って決めるのが一般的です。

また、遺産の中から出すということも行われています。さらに、たとえば遺言で法定相続分

を大幅に変更している場合は、取得する遺産の多いものが葬儀費用を負担するという解釈も

可能と思われます。

なお、上記の通り、葬儀費用は相続債務ではありませんので、遺産から控除することがで

きないのが原則となりますが、相続税法上の扱いは少し異なります（相続税法１３条、基本

通達１３－４～５）。例えば葬式の費用、火葬、埋葬、納骨するためにかかった費用、お通

夜の費用、寺に支払ったお布施、読経料、戒名料などは相続財務として控除することができ

ます。

【Ａ.３】

最近では、生前に葬儀に関する契約をし、葬儀内容を決めるとともに、互助会などに葬儀

費用を積み立てる場合も多く見られます。このような場合、亡くなった人が契約の当事者で

あり、葬儀費用の負担方法も定めておくのが通常ですので、当該契約の内容にしたがって、

葬儀費用の負担が決まります。このような場合、亡くなった方が自己の遺産から葬儀費用を

支払うことを定めていることが多いですので、一度喪主が立替えて支払ったとしても、相続

財産のうち当該積立金に相当する部分は、遺産から控除して先立って清算することができま

す。

【Ａ.４】

葬儀費用には、通夜、告別式、火葬などの過程で要する各費用が含まれます。裁判例（東

京地裁昭和６１・１・２８）では、「死者をとむらうのに直接必要な葬式費用」と解したも

のがあります。具体的には、棺その他の葬具、葬式場設営、僧侶の読経・宮司の祭祀祈祷、

火葬の費用、通夜・告別式の参列者の飲食代、納骨代等（葬儀業者、宗教者、食事・会葬御

礼品などの提供業者、火葬場運営者等を支払先とするもの）が含まれるとされています。

他方、墓地の代金、葬儀後の見舞客の接待費用は含まれないとされています。葬儀後の法

要・忌日祭等の儀式に要する費用については見解が分かれていますので、当然に葬儀費用に

含まれると考えないでおくべきでしょう。
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